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都市化が進んだ日本

　日本は世界的に最も都市化が進んだ国のひとつだ。国連によると、2015年で都市化率は91.5％に及ぶ。「地方

創生」と言われているものの、東京と大阪は戦後2回目の国際イベントの誘致に成功し、カジノも解禁した。

　人口をさかのぼると、日本は太平洋戦争後半の疎開で農村に一時シフトし、戦後、満州、台湾、東南アジアなど海

外領土から引揚者を迎え、戦後の復興のなかで都市化率も上昇してきた。ちなみに1945年の帰国者は459万人に

のぼり、プラザ合意の前年の1984年になるまで40年間近く記録は破られなかった。在留邦人統計では2018年10

月1日現在推計で139万人が海外に長期滞在している。引揚者の大半は長期滞在者のため現在の水準を上回っ

ていることになる。

　さて、朝鮮戦争が起きた1950年時点では、都市化率は53.4％で、主要先進国（G7）では最も低かった。この時点

で都市化率が高かったのは英国（79.0％）、ドイツ（67.9％）、米国（64.2％）だった。日本は1975年には75.7％とドイ

ツ、米国を抜き、2005年には英国も抜いている。高度成長期、日本は海岸線に恵まれるため、首都圏、中部圏、近

畿圏に限らず、海岸を「臨海工業地帯」とし、その土砂の多くは郊外の「ニュータウン」開発で確保した。

　だが、近年、拡大した都市開発から高層ビルやタワーマンションなど都心再開発に重点が移っている。2008年の

都市計画法改正では、国土交通省は「拡散型の都市では、暮らしにくく、非効率である」と高度成長期的な都市計

画を転換させた。経済産業省はICT産業などサービス化、イノベーション、対内直接投資、クロスボーダーM&Aといっ

た産業構造変化の観点から、「グローバル経済に接続した都市は、ヒト・モノ・カネの集積により、メガシティとして発展

し、都市間競争も激化している」としている。経済産業省が2018年5月に産業構造審議会用に作成した資料である。

　首都圏移転のような大きな論争は低調となり、中央省庁では文化庁の京都移転、消費庁の徳島への部分移転

程度である。大都市圏の私立大学の定員を増やし、日本の進学率を高めながら、地方から大都市圏への若者の流

出を促進してきた。文部科学省は2018年、23区内の大学定員の増加を認めない方針に転じた程度である。2000

年から2015年で地方の若者が532万人（約3割）減少し、東京圏への転入超過数は近年10万人を超える規模で

推移し、そのほとんどが若者である。文部科学省は「今後18歳人口が大幅に減少（2016年約120万人が2040年

には約88万人に減少）すると見込まれ、条件の有利な東京23区の大学等の学生の収容定員増が進み続けると、

東京一極集中がますます加速しかねず、東京の大学の収容力が拡大する一方で地方大学の中には経営悪化に

よる撤退等が生じ、地域間で高等教育の就学機会の格差が拡大しかねない」とした。同様のことは雇用機会でも

言える。

　ただし、新型コロナウイルスは、東京、ロンドン、ニューヨークなど巨大大都市の感染拡大と防止が課題となった。お

そらく、極度な都市化を見直す機運につながるのだろう。働き方改革とともに実行する好機としたい。
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